
 

平成２６年１２月１９日 

消 防 庁 
 
 

「消防団員入団促進キャンペーン」の実施 

 

消防庁では、平成 27 年１月から３月までの間を「消防団員入団促進キャン

ペーン」期間と位置づけ、消防団員募集の運動を展開します。 

 

 

毎年３月末から４月にかけて、消防団員の退団が多くなる傾向にあります。このこ

とから、消防庁では、本年度も地域防災力の向上を図るために、退団時期の前の１月

から３月を「消防団員入団促進キャンペーン」の期間として位置づけ、消防団員募集

についての広報の全国的な展開を図ります。 

 

 

【添付資料】 

「消防団員入団促進キャンペーン」に基づく広報の推進について(通知) 

・消防団員入団促進ポスター・リーフレット 

（全国の都道府県､市町村､消防本部等に配布） 

  ・平成 26年４月１日現在の消防団員数について 

  ・消防団を中核とした地域防災力の充実強化の在り方に関する中間答申（抄） 

 

 

 

 
 

（連絡先）消防庁国民保護・防災部地域防災室  

担 当：伊藤課長補佐、山下 

 電 話：０３－５２５３－７５６１（直通） 

 ﾌｧｸｼﾐﾘ：０３－５２５３－７５３５ 

 電子メール：syobodan@ml.soumu.go.jp 
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「消防団員入団促進キャンペーン」に基づく広報の推進について(通知) 

 

消防団を中核とした地域防災力の充実を図り、住民の安全の確保に資することを目

的として、「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が、平成 25年

12月に成立しました。この法律で、国及び地方公共団体は、消防団への積極的な加入

が促進されるよう、必要な措置を講ずるものとされました。 

消防団員入団促進に関し、毎年３月末から４月にかけて消防団員の退団が多い状況

を踏まえ、当時期の前の１月から３月を「消防団員入団促進キャンペーン」の期間と

して位置付け、消防庁では消防団員募集についての広報の全国的な展開を図っている

ところです。 

本年度も、関係団体と連携して、平成 27 年１月から３月までの間、消防団員の確

保を図る「消防団員入団促進キャンペーン」を下記のとおり実施します。 

つきましては、下記の事項に留意の上、各都道府県及び指定都市におかれては、消

防団の重要性を改めて認識いただき、広報が効果的に推進されるよう配慮されるとと

もに、貴都道府県内の市町村（消防団の事務を処理する消防本部又は一部事務組合等

を含む。）に対して本通知の周知と消防団員の確保の更なる推進に向けた積極的な助

言をいただきますようお願いします。 

 

記 

 

１ 消防団員入団促進キャンペーンについて 

  毎年３月末から４月にかけて消防団員の定年等による退団が多い状況を踏まえ、

退団に伴う消防団員の確保の必要があることから、１月から３月までを「消防団員

入団促進キャンペーン」期間とし、ポスター・リーフレット・雑誌広告等を活用し

た積極的な広報を行います。 

なお、地域の実情により入団促進時期が異なる場合にあっては、その時期にキャ

ンペーン期間を位置付けるなど柔軟に対応願います。 

 

 

 

  



 

「消防団協力事業所表示制度」 
表示マーク 

 

 

２ 消防団員入団促進キャンペーンにおける推進事項 

(1) 消防団員の確保に当たっては、自治会や自主防災組織等とともに地域ぐるみの

取組が重要です。また、被用者団員に係る事業所等の理解促進、女性、大学生等

を対象とした入団促進に配慮願います。 

(2) 消防団員募集については、各市町村における行政広報誌、ホームページ、ケー

ブルテレビ、広報車の巡回等の各種広報媒体を積極的に活用した広報を実施する

など消防団員の入団促進に配慮願います。 

(3) 本キャンペーン期間中に開催される各種イベント等において、ポスター及びリ

ーフレット等を活用した消防団員募集の広報に配慮願います。 

 (4) 消防団活動に協力又は支援した自治会、団体、事業所等に対しては、積極的に

表彰・顕彰制度を活用するなど、一層の連携強化に配慮願います。 

 (5) 将来の地域防災を担う人材育成を進め、長期的に消防団員を確保することは重

要であり、そのためには高校生の消防団に対する理解促進が必要となります。消

防団員による防災教育などの実施により、消防団への理解を深める機会を積極的

に増やすよう配慮願います。 

 

３  本キャンペーン期間中における消防団協力事業所表示制度の推進 

「消防団協力事業所表示制度」は、事業所として消防団活動に協力(従業員の入

団促進、消防団活動への配慮等)することを「地域に対する社会貢献」として、消

防団協力事業所に認定することにより、当該事業所に対

する地域からの信頼性の向上につなげるとともに、事業

所と消防団の協力により、地域における防災体制が一層

充実強化することを目的として、平成 18年度から導入を

進めているものです。 

しかし、まだ約４割の市町村が本制度を導入しており

ませんので、今後、積極的に導入していただきますよう、

お願いします。 

現在、一部の地方公共団体におかれましては、本制度導入と併せて、「消防団協

力事業所表示制度」を基に、入札参加資格の優遇、消防団協力事業所に対する減税

等といった特例措置を実施するなどの御協力をいただいているところであり、各地

方公共団体においても検討方お願いします。 

本キャンペーン期間は、「消防団協力事業所表示制度」についても効果的に広報

を実施するなど、積極的な入団促進を行っていただきますようお願いします。 

 

４  留意事項 

消防団員の確保については、年間を通じて努めていただきますようお願いしてい

るところですが、本キャンペーン期間は、消防団員確保の重点時期と位置付けた

ものとして、特に積極的な入団促進を実施していただきますようお願いします。 

なお、「消防団を中核とした地域防災力の充実強化の在り方に関する中間答申（平

成 26 年７月３日消防審議会）」第２-１-(２)（別添３参照）を踏まえ、勤務地に

おける被用者（特に、自衛消防組織の要員の経験者など）の消防団への加入の促



 

担当：消防庁国民保護･防災部防災課 

地域防災室 消防団係 山下 

電 話 03-5253-7561（直通） 

ＦＡＸ 03-5253-7535 

e-mail syobodan@ml.soumu.go.jp 

進等を併せてお願いします。 

 

５  その他 

(1) ポスター及びリーフレットについては、12 月中旬を目途に配布します。（別添

１） 

(2) 本キャンペーン期間中に、消防団 PR パネルを各都道府県等に貸与できます。

貸与を希望される場合は、国民保護・防災部地域防災室消防団係までお問い合わ

せください。 

(3) 平成 26 年４月１日現在の消防団員の現況（確定値）については、別添２を参

照してください。 
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平成 26 年 4 月 1 日現在の消防団員数について＜確定値＞ 

＜地域防災室消防団係＞

１ 消防団・消防団員の現況

① 消 防 団 数：2,221団（全国すべての市町村に設置） 

② 消 防 分 団 数：22,560分団

③ 消 防 団 員 数：864,347人（前年度より 4,525人減少）

２ 就業構造の変化により消防団員に占める被雇用者の割合が高くなってきており、

被雇用者団員比率は72.2％となった。 
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３ 女性消防団員数は 21,684 人で全体の 2.5％であり、前年度より 899 人増加した。 

消防団員総数が減少する中でも、女性消防団員数は年々増加しており、６年前の

平成 20年に比べ、約 1.3倍の 4,985人増加した。 

４ 学生（専門学校生を含む）の消防団員数は 2,725 人であり、前年度より 308 人増

加した。学生の消防団員数についても年々増加しており、８年前の平成 18 年に比

べ、約 2.2倍の 1,491人増加した。
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 3

（単位：人）

うち女性 うち女性 うち女性

1 北海道 25,842 1,900 26,023 1,899 ▲ 181 1

2 青森 19,455 436 19,527 408 ▲ 72 28

3 岩手 22,415 419 22,523 394 ▲ 108 25

4 宮城 20,304 444 20,720 439 ▲ 416 5

5 秋田 17,491 317 17,544 248 ▲ 53 69

6 山形 25,590 350 25,726 347 ▲ 136 3

7 福島 34,465 187 34,443 182 22 5

8 茨城 23,830 505 23,955 507 ▲ 125 ▲ 2

9 栃木 14,983 163 14,948 134 35 29

10 群馬 11,856 79 11,852 68 4 11

11 埼玉 14,276 509 14,292 487 ▲ 16 22

12 千葉 26,557 470 26,814 441 ▲ 257 29

13 東京 23,500 2,568 23,904 2,529 ▲ 404 39

14 神奈川 17,994 1,086 18,086 1,049 ▲ 92 37

15 新潟 38,215 611 38,720 583 ▲ 505 28

16 富山 9,537 412 9,565 408 ▲ 28 4

17 石川 5,317 133 5,344 132 ▲ 27 1

18 福井 5,720 241 5,661 167 59 74

19 山梨 15,127 78 15,203 69 ▲ 76 9

20 長野 35,370 933 35,704 889 ▲ 334 44

21 岐阜 20,649 408 20,901 372 ▲ 252 36

22 静岡 20,561 351 20,826 328 ▲ 265 23

23 愛知 23,430 585 23,504 550 ▲ 74 35

24 三重 13,900 449 13,872 406 28 43

25 滋賀 9,178 155 9,212 161 ▲ 34 ▲ 6

26 京都 17,941 515 18,196 543 ▲ 255 ▲ 28

27 大阪 10,482 195 10,508 183 ▲ 26 12

28 兵庫 43,647 429 43,873 411 ▲ 226 18

29 奈良 8,534 280 8,601 281 ▲ 67 ▲ 1

30 和歌山 11,878 216 11,976 218 ▲ 98 ▲ 2

31 鳥取 5,136 152 5,125 142 11 10

32 島根 12,409 284 12,527 298 ▲ 118 ▲ 14

33 岡山 28,725 577 28,725 534 0 43

34 広島 22,275 437 22,313 422 ▲ 38 15

35 山口 13,365 470 13,408 442 ▲ 43 28

36 徳島 10,975 177 11,021 172 ▲ 46 5

37 香川 7,660 117 7,654 92 6 25

38 愛媛 20,543 595 20,620 575 ▲ 77 20

39 高知 8,214 284 8,201 265 13 19

40 福岡 25,015 827 25,202 828 ▲ 187 ▲ 1

41 佐賀 19,367 407 19,374 393 ▲ 7 14

42 長崎 20,201 255 20,428 254 ▲ 227 1

43 熊本 34,576 725 34,417 646 159 79

44 大分 15,672 202 15,557 189 115 13

45 宮崎 15,008 303 15,079 299 ▲ 71 4

46 鹿児島 15,488 307 15,541 274 ▲ 53 33

47 沖縄 1,674 141 1,657 127 17 14

864,347 21,684 868,872 20,785 ▲ 4,525 899

実数

合計

都道府県別消防団員数

都道府県名

平成25年4月1日現在 増減

実数 実数

平成26年4月1日現在



別添３ 

消防団を中核とした地域防災力の充実強化

の在り方に関する中間答申（抄） 

平成２６年７月３日 

消 防 審 議 会 



（略） 

第２ 消防団等の充実強化のために早急に取り組むべき事項 

 消防団等充実強化法の成立を踏まえ、国及び各地方公共団体その他の関係主

体は、消防団への加入の促進、消防団員の処遇の改善、消防団の装備の改善及

び消防団員の教育訓練の改善により消防団の強化を図るとともに、地域におけ

る防災体制の強化を図ることにより、消防団を中核とした地域防災力の充実強

化に総合的・計画的に取り組むべきである。 

１ 被用者の消防団への加入の促進 

（略） 

(2) 勤務地における被用者の消防団への加入の促進等 

 被用者については、特に都市部においては居住地と勤務地が大きく離れてい

る場合が多いことを踏まえ、相当の時間を過ごす勤務地における加入の促進を

図る必要がある。このため、現在条例上又は運用上在勤者の入団を認めていな

い市町村に対し、早急にその入団を認めるよう働きかけを行うべきである。 

また、事業者が設置する自衛消防組織が既に７，１２２件（平成２５年３月３

１日現在）の防災管理対象物において設置される状況となっていることを踏ま

え、自衛消防組織の要員の経験を有する被用者に対し、勤務地における機能別

団員（特定の活動・役割のみに参加する消防団員）として加入を促進するとともに、

自衛消防組織や水防団等の防災に関する組織の構成員により、大規模災害時等

にその本来業務に支障が生じない範囲で活動する機能別分団を組織することを

推進すべきである。 

（以下略） 
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